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研究成果の概要（和文）：居住、仕事、家庭生活、近隣づきあい、健康、余暇・娯楽や観光、各生活場面における交通
など多種多様で関連し合う市民生活を包括的に扱う新しい学問体系として、縦割り行政の弊害の解消に寄与する新たな
部門横断型まちづくり政策立案方法論として、市民生活行動学を試行的に構築した。SCI/SSCI雑誌論文を含む120編の
査読付き論文を公表しただけではなく、その成果を分かりやすく解説する図書「市民生活行動学」は平成26年度中に土
木学会から出版される予定である。都市・交通計画、健康科学、家政学、環境経済学、建築学などの研究者による共同
作業を通じて、いくつかの課題が残りつつも、新たな「知」の創造に成功したと言える。

研究成果の概要（英文）：Focusing on various life choices (e.g., residence, work, family life, neighborhood
, health, leisure and tourism, and travel behavior related to each life domain), this study made an initia
l attempt to create a new discipline "Life-oriented Behavioral Studies" for supporting the decisions on cr
oss-sectoral urban policies. This study has shown how inter-related life choices and the quality of life a
t different time scales can be analyzed by integrating the knowledge from urban and transportation plannin
g, health science, home economics, environmental economics, and architecture etc. In total, 120 refereed p
apers were published in SCI/SSCI journals (Energy Policy, Environmental Planning B, Journal of Transport G
eography, Transportation Research Part D, Transportation, Transportation Research Record, Tourism Manageme
nt, and Annals of Tourism Research, etc.) and other journals, etc. A book will be also published by March 
2015. 
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 地方分権が進む中、縦割り行政の弊害がま
ちづくり分野においても顕著に現れており、
将来の市民生活に今以上の不安を残さない
ため、行政組織間の境界を横断する政策が求
められている。市民生活行動（労働、居住、
移動、子育て・介護、教育、買物、余暇や観
光など）は短期や長期的な時間スケールにお
いて意思決定され、個人や世帯のニーズを反
映し、多様な文脈、限られた時間的・金銭的
制約の影響を受け、ソーシャルネットワーク
との関係のなかで、いろいろな場所で行われ
る。このため、市民生活行動間には密接な関
連性があり、ある行動の変化が他の行動に影
響し、個々の行動を切り分けて個別に政策を
講じることは望ましくない。これは、市民生
活を支援・誘導するのに、縦割りではなく、
部門横断型政策の必要性を裏づける。 
 日本では、計画立案者が計画に用いる目的
で人間の行動調査を行ったのは 1963 年に富
山県射水地域が最初である。1967 年に広島
都市圏で本格的なパーソントリップ（PT）調
査が実施されて以来、PT 調査は全国各都市
において実施するようになった。関連調査と
して、生活時間調査があり、1923 年に大阪
市が最初の調査を実施した。全国規模での生
活時間調査として、NHK の国民生活時間調
査（1960年～、5年おきに実施）と総務省の
社会生活基本調査（1976年～、5年おきに実
施）がある。1980 年代に入ると、交通分野
では交通行動調査と生活時間調査を融合し
た活動日誌調査は欧米を中心に研究され、交
通が活動の派生需要であるという考え方に
基づくアクティビティ・ベイスド・アプロー
チが提案された。この手法は欧米では今日に
おいても研究・応用が盛んになされているが、
日本では近年、研究が停滞ぎみであり、応用
がほとんどなされていない。一方、都市計画
法に定められている調査のひとつに都市計
画基礎調査があり、職業分類別就業人口の規
模、世帯数及び住宅戸数、住宅事情、都市施
設の利用状況といった情報をマクロレベル
で 5年おきに調べているが、市民生活の本当
の実態を捉えているとは言えない。 
 このような背景の中で、研究代表者は 1990
年代から個人を対象とする交通行動の分析、
2000 年に入ってから、集団意思決定を取り
入れた世帯交通行動分析、家族の視点からみ
た持続可能な都市生活の理論的研究及び政
策分析、個人間相互作用メカニズムを取り入
れた都市生活行動の調査・解析方法の研究、
女性の社会進出を支援する都市政策、中山間
地域での高齢者対策、子育て支援策などを対
象に、交通に力点を置いた市民生活行動の調
査・解析に関する方法や政策に関する研究を
重ねてきている。研究活動の一部は、基盤研
究(C)、若手研究(B)、日本学術振興会・二国
間共同研究事業などの小規模な研究助成を
受け、交通行動を中心に国内外の学会や雑誌
において研究成果を多数公表してきた。しか

し、今まで、部門横断型まちづくり政策の重
要性が認識されているにも関わらず、交通行
動学、生活科学、家政学、環境行動学、健康
行動学、人間生活環境学、観光行動学など、
市民生活を断片的に捉える学問はあるが、そ
れを一体的に捉える学問がなかった。 
 
２．研究の目的 
 今まで市民生活行動を包括的で一体的に
調べることのできる調査がないのは制度的
に問題があるが、統合的な調査手法、得られ
た調査データを用いた分析手法、政策立案へ
の反映方法が確立されていないのは最も大
きな原因だと考える。そこで、「市民生活行
動学」を構築し、部門横断型まちづくり政策
のための意思決定方法論の開発を研究目的
とする。市民生活行動学は、人々が都市生活
を営む上で必要な活動を体系的に扱おうと
する学際性の高い学問である。具体的には、
4年間をかけて以下のことを明らかにする。 
① 生活行動間の関連度合い 
 市民生活行動の主な側面をカバーするア
ンケート調査を人口規模の異なる都市にお
いて実施し、生活行動間の関連度合いを明ら
かにする。 
② 市民生活行動調査手法の開発 
 市民自身の都合に合わせて自発的に継続
して申告する「自主参加型調査手法」を提案
し、市民生活の各場面をパッケージ化し、パ
ッケージ化調査と既存調査の両方を結合す
る調査方法を提案する。 
③ 統合型生活行動モデルの開発 
 時間（短期・中期・長期）、空間や意思決
定者といった文脈からみた生活行動間の関
連性を許容できる統合型モデルを開発する。 
④ 市民生活影響評価システムの開発 
 まちづくりの具体的な内容と関連づけ、生
活者・利用者の視点を徹底的に追求する市民
生活影響評価システムを開発する。 
⑤ 部門横断型まちづくり政策を実現するた
めの提言 
 具体的なまちづくり政策課題を対象に、縦
割り行政弊害の解消に寄与する部門横断型
政策を実現するための提言を行う。 
 
３．研究の方法 
 都市・交通計画、土木計画学、建築学、生
活経営学、保健学、環境経済学などを専門と
する学際的な研究体制を構築した。この体制
のもとで、低炭素型まちづくり、交通弱者モ
ビリティ支援、都市観光促進、都心活性化、
都市ガバナンスなどを対象に、それぞれの政
策課題に応じた市民生活行動調査・分析、複
合的な政策課題にも対応可能な、より包括的
な市民生活行動調査・分析を行う。 
 H22 年度には、市民生活行動調査の実態を
全国調査により明らかにすると同時に、自主
参加型調査システムの開発を行う。H23 年度
以降、市民生活行動研究会を発足し、幅広い
分野の研究者・実務者と情報交換するプラッ



トフォームを整備する（H23 年 6 月に土木計
画学研究会市民生活行動研究小委員会を設
置）。生活行動実態、政策立案や評価など様々
な視点から市民生活行動の調査内容を特定
し、本格的な調査を実施する。まちづくりの
具体的な事例を取り上げ、「市民生活行動学」
の知見を活かした横断型まちづくりの方法
を提示すると同時に、提案した政策意思決定
方法論の公共的受容性を明らかにする。 
 
４．研究成果 
 4年間、査読付き論文を 120編、ほかの論
文を 101編それぞれ公表し、基調講演と招待
講演を 7回行った。さらに 1冊の専門図書「市
民生活行動学」を執筆中で、2014 年度中に
土木学会から出版予定である。以下では、研
究成果について、課題がより重要で、日本国
内外の今までの研究で、やり遂げなかったこ
と、突き止めなかった発見を中心に記述する。 
(1) 市民生活行動調査手法の研究成果 
 居住、近隣、健康、教育・学習、就業、家
庭生活、余暇・娯楽・観光及び各ドメインの
交通行動を含めた市民生活行動及びQOLのパ
ネル調査を 2010 年 11 月と 2014 年 2 月に日
本全国でウェブ上にて実施した（パネルサン
プル：422 人、更新サンプル：478 人）。また、
居住、自動車保有・利用、仕事と教育、世帯
構造という4つのライフドメインを取り上げ、
生活史調査に基づく市民生活行動調査（最大
52 年間の情報）を実施した。統計的な分析結
果をもとに市民生活行動のパッケージ化の
あり方、既存データとの融合条件を示し、調
査を通じて市民生活行動調査及びそのパッ
ケージ化の公共的受容性も明らかにした。 
(2) 市民生活行動間の関連性の研究成果 
 以下の 3つの代表的な研究成果を説明する。 
① ライフコースにおける関連性分析 
 ライフコースにおける生活行動間の相互
依存性について、ライフドメイン内及びドメ
イン間の時間的ダイナミックス（状態依存と
将来期待）について、2010 年 11 月に日本の
3 大都市圏、政令指定都市とその他都市から
収集した 1,000 人の最大 52 年間のデータを
用いて初めて明らかにした。特にライフコー
スにおける将来期待の影響を確認したのは、
関連する様々な分野の研究からみても大変
重要で貴重な発見である。 
② クロスセクションデータと短期パネルデ
ータを用いた関連性分析 
 近隣、健康、教育・学習、就業、家庭生活、
余暇・娯楽・観光と家計というライフドメイ
ンを含めた市民生活行動調査を 2010 年 11月
に実施し、3 大都市圏と政令指定都市から収
集した 1,500 人以上のデータを用いて、居住
と交通行動との関連性に着目し、居住と交通
行動を含む各ライフドメイン間の相互依存
性を初めて確認した。 
③ 居住自己選択問題の研究 
 居住自己選択問題は行動学からみた土地
利用と交通に関する研究の最もホットな話

題の１つである。今まで、態度と社会人口学
的な属性に基づく居住自己選択研究のフレ
ームワークが主流であるが、その問題点を指
摘し、より広い生活行動の視点から居住自己
選択研究をどう見直すかを提案した。 
(3) 統合型生活行動モデル 
 上記の(1)で収集した2010年の市民生活行
動調査データを用いて、QOL への影響に着目
し、決定木分析に基づき 100 以上の生活行動
変数の間の統計的な関係性の有無と関係の
階層構造を明らかにし、その結果を受けて、
生活行動変数間の因果関係の強さ、さらに生
活満足度と幸福度から測られる主観的QOLに
与える影響の大きさをベイジアンネットワ
ーク手法により包括的に評価する統合モデ
ルを開発した。 
 自宅内外の世帯エネルギー消費行動に着
目し、複数のライフドメインに係ることから、
そのための統合モデリングを試みた。まず、
自宅内外で行う様々な活動への時間配分行
動とエネルギー消費行動（自動車と複数家電
のエネルギー消費金額）を複数世帯構成員間
の相互作用のもとで同時決定する行動モデ
ルを開発した。同モデルでは、多項線形効用
関数を用いて、世帯構成員間の相互作用以外
に、異なる活動時間の間、異なるエネルギー
消費の間、活動時間とエネルギー消費との間
の相互作用も同時に取り入れた。次に、多項
ロジットモデルに基づく居住地選択と多項
離散連続散極値モデルによる自動車と複数
家電の保有・利用モデルを混合モデリング手
法により統合した。東京、北京、ジャカルタ
とダッカでそれぞれ収集した約1,000世帯の
データを用いて上記に開発したモデルの有
効性を確認し、政策評価への適用性も示した。 
 ライフドメイン間の関連性からみた個別
ライフドメインの研究として、以下の顕著な
成果を上げることができた。 
① 健康行動：3種類の健康関連 QOL（身体的、
精神的と社会的健康）に影響する行動的な
要因として、運動などの健康行動、交通行
動、生活習慣や住環境を取り上げ、潜在変
数を有する構造方程式モデルに基づく評価
モデルを開発した。2010 年に日本大都市圏
と政令指定都市の住民を対象に収集したア
ンケート調査データを用いて、因果構造の
都市間の違い、住環境が健康に与える顕著
な影響、コンパクトシティが健康に与える
影響を明らかにした。 
② 観光行動について、観光発生、観光地選択、
同伴者の選択、観光地での時間利用及び消
費支出における様々な行動的相互依存性
（社会的相互作用、空間的相互作用、活動
間の相互作用など）のモデリングに成功し
た。日本全国、中国・四国・九州地域、ア
ジアハイウエイ沿線を対象とする観光の行
動データを用いて、開発したモデルの有効
性を確認し、観光政策への適用性を示した。 
(4) 市民生活影響評価システムの開発 
 良い影響を扱う例として時間利用からみ



た QOL 関係の研究、悪い影響を扱う例として
エネルギー消費のリバウンド効果の研究の
代表的な成果を説明する。 
 社会弱者の視点から、要介護高齢者が介護
世帯構成員の時間利用、子供が母親の時間利
用に与える影響の研究を取り上げる。両方と
も、2006 年の総務省社会生活基本調査データ
を用いて評価した。 
 前者について、異なる生活活動への時間配
分を離散連続選択現象として多項離散連続
極値モデルで表現したうえで、非観測要因の
影響を評価するためマルチレベルアプロー
チを活かして前述のモデルを改良した。様々
な時間配分行動の変動を観測要因による変
動、非観測個人間変動と空間的変動に分けて
モデル推定の結果、非観測要因による変動が
全変動の 3～9 割を占めることを初めて突き
止めた。このような非観測要因の大きな影響
は子育て中の母親の時間利用及び一般的な
時間利用の研究においても同様に観測でき
た。これは、総務省の社会生活基本調査デー
タが、時間利用の実態を示すことができるの
であろうが、時間利用の決定原因を突き止め
ることができないことを意味する。 
 子育てが母親の時間利用に与える影響の
研究において、活動参加と非参加の確率が等
しいときに影響要因による活動参加と非参
加の確率の感度が最も高いと仮定する従来
のロジットモデルの推定結果が大きな特定
誤差をもたらすことを明らかにし、ロジット
モデルを特殊形とする Scobit モデルの採用
が妥当であることを実証した。また、Scobit
モデルと多項線形効用関数モデルを統合し
た時間配分モデルを用いた影響要因の分析
結果、(1)保育サービスを受けるかどうかは
母親の自由時間変動の約半分を説明できる
が（中には、延長保育の有無の影響がより大
きい）、家事などの義務活動において、その
活動参加変動の 1%以下、時間配分変動の 10%
しか説明できないこと、(2)結婚の有無が女
性の義務活動時間変動（仕事の有無の影響を
含めて）の約 9割を説明できることから、結
婚後の女性の家事などの分担が相変わらず
大きいことを示した、(3)自由時間参加につ
いて、世帯収入が説明できるのは最大でもそ
の全変動の 3%弱である。 
 エネルギー消費効率の向上によってエネ
ルギー消費総量はかえって増える、つまり、
リバウンド効果が生じる場合はある。これに
ついて、自動車燃費の向上を対象に、それに
よるリバウンド効果を、節約金額の自動車利
用増への再配分から生まれる直接的なリバ
ウンド効果と、家電利用への再配分から生ま
れる間接的なリバウンド効果に分けて、
SP-off-RP調査手法で日本全国から2012年に
収集した 500世帯からの 2000 もの SPサンプ
ルデータを用いて、混合モデリング手法に基
づく節約金額配分選択行動モデルを構築し
た結果、多くの家庭において両効果がともに
存在し、職業施設との近接性を改善すること

で直接的なリバウンド効果を抑制できるこ
とを明らかにした。 
(5) 部門横断型政策を実現するための提言 
 部門横断型まちづくり政策を実現するた
めに、図１に示す「市民生活行動調査」を基
軸とするまちづくりプロセスを提案した。
「市民生活行動調査」の公共的受容性につい
て、前述の「市民生活行動調査」パネル調査
を通じて明らかにした。 

市民生活に関する問題の特定

問題の集約

まちづくり目標設定

市民生活行動調査の設計・実施・分析

まちづくり代替案の作成

市民生活の将来予測

まちづくり政策の評価

まちづくり政策の決定

まちづくり政策の実施(部門別)

政策実施効果のモニタリング
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図 1 市民生活を軸とするまちづくりプロセス 

①部門別に市民生活の問題を特定したうえ
で、それらを集約する。部門間連携はこの問
題集約から始まる。 
②集約された問題を反映して、まちづくりの
目標を設定する。 
③市民生活行動調査の設計・実施・分析を行
う。集約された問題を反映した市民生活行動
調査を設計する。多くの調査内容をできるだ
けパッケージ化し、パッケージごとの調査を
実施する。問題の原因を理解し、今後の政策
の方向性を定めるための分析を行う。 
④分析の結果を問題集約へフィードバック
し、必要に応じてまちづくり目標を見直す。 
⑤上記の分析結果を踏まえて、まちづくり代
替案を作成し、市民生活の将来予測を行う。 
⑥上記の予測結果を踏まえて、まちづくり政
策の評価（政策による QOL の影響、市民生活
行動の変化による外部不経済性など）を行っ
たうえで、政策を決定する。 
⑦決定されたまちづくり政策を部門別に実
施し、その効果を継続的にモニタリングする。 
⑧モニタリング結果を各部門へフィードバ
ックし、まちづくりプロセスを繰り返す。 
(6) 今後の展望 
 市民生活を研究する学問は多数存在する。
「市民生活行動学」研究を進めるため、市民
生活行動間の多様で複雑な因果関係を反映
し、既存学問の知見をロジカルに融合するこ
とが求められる。一方、「市民生活行動学」
研究を進めることは、既存の個別行動学に関
する研究を広い生活の視点から見直すキッ
カケにもなると期待される。市民へのサービ
ス提供の視点、様々な市民の異質なニーズを
トレードオフするという公共政策的な視点、
複雑な行動現象を扱うための学融合的な視
点から、実社会の様々な場面における応用を
念頭に入れて、真の Civil Engineering のコ
アの 1つとして位置づけるべく「市民生活行
動学」研究を引き続き進める。 
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